
平成３０年度 事業計画書

ロボッ ト・ システム開発プロジェ クト

１ 研究開発・ 技術開発

産学官連携による研究開発プロジェ クトを立ち上げ、事業化を目指した研究開発を支援すること によっ て、地域企業の新技術・ 新製品の

創出を図り 、地域産業の振興を目指す。

これまで産学官連携で、研究開発に取り組む企業等を支援してきた結果、参画する地域企業や大学等の関係機関は、研究開発プロジェ ク

トを通じて習熟度を増し、新技術・ 新製品開発や製品・ サービスの高付加価値化等多く の成果を生んできた。

平成３０年度も引き続き、財団が委嘱している産学コーディ ネータを活用し、技術の高度化、新技術・ 新製品の開発を目指す企業のニー

ズ把握に努め、技術シーズを保有する大学等とのコーディ ネート活動を行う と と もに、 Ｉ ＳＴ 研究開発Ｆ Ｓ事業をはじめ、国等の提案公募

事業を積極的に活用していく こと で新技術・ 新製品の創出を加速する。

また、国の大型プロジェ クト等を活用して、地域のイノベーショ ン拠点の形成を目指した取り組みを引き続き実施する。

開発(1)   テーマ創出（ 交流・ 連携）

産学コーディ ネート プログラ ム

企業における技術課題と 、これを解決する大学等の技術シーズと のマッ チングを行う ため、産学コ ーディ ネータ を配置し、新

技術・ 新製品の創出を目指した共同研究開発プロジェ ク ト を構築する。

さ ら に、開発を加速させるため、開発ステージに応じた国等の公募事業の獲得に向けた支援を行う と と もに、採択後の研究開

発をサポート するこ と で、 プロ ジェ ク ト 構築から 事業化まで一貫したコ ーディ ネート 活動を実施する。

科学技術フ ォ ーラ ム及び研究セミ ナーの開催

県内の研究者や企業の開発担当者を対象に、 県内産業に与えるインパク トが大きく 、 大型プロ ジェ ク ト への展開が見込まれ

る科学技術をテーマにしたフ ォ ーラ ムや、 先端的あるいはユニーク な研究を取り 扱っ たセミ ナーを開催する。

情報提供活動

県内研究者等の財団事業への参加と 、各界から の財団活動に対する支援・ 協力を促進するため、ホームページやメ ールマガジ

ンを活用してタ イムリ ーな情報提供を図る。

開発(2)  テーマ育成（ Ｉ ＳＴ 研究開発Ｆ Ｓ事業）
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本Ｆ Ｓ事業では、 県内に事業所を有する企業や大学等の優れた研究シーズについて、 研究開発プロジェ ク ト への展開可能性

を調査する「 シーズ育成枠」 と 、企業や大学が有する技術シーズを発展させ、県内に事業所を有する企業において実用化する可

能性を調査する「 実用化試験枠」 を設定し 、県内企業が主体と なっ た研究チームに研究開発を委託し、実用化研究事業への展開

や新製品・ 新技術の開発を目指す。

開発(3)   ・ 試作（ 外部資金活用）

中小企業のものづく り基盤技術（ 情報処理技術、精密加工技術、製造環境技術等１２技術分野） の高度化に資する研究開発等について

は、経済産業省の「 戦略的基盤技術高度化支援事業」 を活用すること で、県内中小企業の新技術・ 新製品開発を加速させる。事業管理機

関と して、提案書のブラッ シュアッ プを行う と と もに、採択後はワーキンググループ会議・ 推進委員会を開催し、外部推進委員、オブザ

ーバー、産学コーディ ネータ等の意見を基に事業の適切な進捗管理を行う 。

新技術(4)   ・ 新製品の事業化（ 外部資金活用）

開発した新技術・ 新製品を事業化に繋げるため、産学コーディ ネータが、中小企業庁の「 革新的ものづく り ・ 商業・ サービス開発支援

補助金」 等を活用した製造設備の導入等を支援するほか、県内の中小企業支援機関（ 中小企業振興センター等） と連携して、企業による

販路開拓等への取り組みを支援する。

研究開発終了後においても、 フォ ローアッ プ調査や事業化に向けた支援を行う 。

地域(5)   イノベーショ ン拠点の形成（ 地域イノベーショ ン戦略支援プログラム）

地域イノベーショ ン拠点の形成を目指して実施してきた文部科学省の補助事業「 地域イノベーショ ン戦略支援プログラム」（ 平成２４

～２８年度） が総合評価Ｓ（ 最高評価） を獲得し、平成２９年度に続いて平成３０年度も継続して実施すること になっ た。

大学等の知のネッ トワークの構築

地域連携コーディ ネータを配置し、地域金融機関（ 北九州銀行等） と の産学官金連携の促進、及びスマートモビリ ティ 研究開発センタ

ー（ 九州大学）、国際光合成産業化研究センター（ 北九州市立大学）、三次元半導体研究センター等の研究開発拠点の強化に関する取り組

みを加速させて、大学、企業等の研究成果の事業化支援を実施する。

地域の大学等研究機関での研究設備・ 機器等の共用化

技術支援スタッ フを配置し、三次元半導体研究センターが保有する最先端実装機器の利用企業等を継続支援すると と もに、そこで得ら

れた高度な技術情報等を今後の利用者が活用できるよう にマニュアル化を行う 。

地域イノベーショ ン戦略実現のための人材育成プログラムの開発及び実施

ハード、ソフト、サービスを複合化させた製品やサービスの開発を求める社会ニーズに対応するため、システム開発の技術人材を育成

する講座を開発・ 実施する。
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Ｉ ｏ Ｔ  (6)   プロジェ クト創出・ 推進

中小ベンチャー企業等の製品開発力の向上を目的と して、急速に進展しているＩ ｏ Ｔ 技術を利活用した新たな製品・ サービス創出を促

進するため、ニーズの掘り起しから、技術シーズと のマッ チング、製品・ サービスの開発実証までの一貫した支援を行う 。

Ｉ ｏ Ｔ プロジェ クト創出支援

現場ニーズ収集、シーズ企業調査、ニーズ紹介・ 意見交換会、課題解決ワークショ ッ プ等により Ｉ ｏ Ｔ プロジェ クト創出を支援する。

Ｉ ｏ Ｔ 開発実証支援

Ｉ ｏ Ｔ ソリ ューショ ンの可能性試験、 Ｉ ｏ Ｔ システムの開発実証を支援する。

２ 人材育成

システム開発技術カレッ ジでは、ロボッ トやシステム産業における新たなニーズに適応した製品やサービス開発を行う 企業に必要と され

る技術人材を養成すること を目指し、企業が必要と する技術について、効率的・ 効果的に習得できるよう 、 これまで開発してきた講座によ

り 、公開講座や企業向けの出張講座を開催し、民間企業における技術者の人材育成を支援している。

平成３０年度は、センシング技術やＡＩ の活用など企業ニーズが高まっ ている分野を対象に技術習得のための講座開発・ 実施に取り組む

と と もに、 Ｉ ｏ Ｔ 分野への企業の参入促進を図るため、最新のシステム要素技術の研修会を実施する。

３ ベンチャー育成・ 支援

インキュベーショ ン施設の充実、開発実証支援、開発資金支援を柱にロボッ ト・ システム関連ベンチャーの育成に注力する。当該企業の

育成に当たっ ては、「 ロボッ ト・ システム開発センター(福岡システムＬ ＳＩ 総合開発センター)」、「 三次元半導体研究センター」、「 社会シ
ステム実証センター」 が連携して、開発支援、誘致活動を行う 。

インキュベーショ ン(1)   
インキュベーショ ン支援、設計開発支援、開発資金支援、人材育成支援をワンストッ プで実施する「 ロボッ ト・ システム開発センター

福岡( システムＬ ＳＩ 総合開発センター)」 及び「 三次元半導体研究センター」、「 社会システム実証センター」 の入居促進に努める。
ロボッ ト・ システム開発センター

インキュベーショ ンルーム（ ４９室）、シェ アードオフ ィ ス（ ２３ブース）

三次元半導体研究センター

インキュベーショ ンルーム（ ３室）

社会システム実証センター

研究開発ラボ室（ ２１室）、シェ アードオフ ィ ス（ ７ブース）
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回路設計(2)   ラボ

中小ベンチャー企業が安価で利用できる設計ツールからテスト検証ツールまでを備えた「 設計開発ブース」 を設置・ 運営し、自社製品

を持つ開発型のロボッ ト・ システム関連ベンチャー育成をトータルに支援する。

４ 半導体実装技術の高度化

研究機器(1)   による試作支援

地域イノベーショ ン戦略支援プログラム（ 設備共用化） を活用し、県内の中小・ ベンチャー企業を含む多く の企業等がセンターの試験

研究機器を利用し、新たな技術開発及び試作等の実施を支援する。

実装技術(2)  プロジェ クト支援

地域の大学や企業等が保有する優れた技術を活かす共同研究を基に、国資金等のプロジェ クトへの提案を積極的に支援すると と もに、

企業と協力して、半導体技術の新たな分野への取り組みを試みる。また、大学・ 企業とのコンソーシアムを基礎に連携し、企業への継続

した協力・ 支援を図る。

国からの受託事業

「 省エネルギー等国際標準化・ 普及基盤事業」（ 経済産業省） （ 平成２８～３０年度）

半導体関連材料・ 装置・ 部品メーカ等のセンター施設の利用を通じた国際標準化事業の継続的な実施や、Ｊ ＰＣＡ（ 一般社団法人日本

電子回路工業会） 等と連携した国際認証の獲得を推進すると と もに、当該技術の国内企業への普及の取り組みを推進する。

福岡大学コンソーシアムと の連携に基づく 研究開発

福岡大学と ２５社の企業が形成するコンソーシアムの共同研究者と して、企業と の強力な連携を基礎と した支援を継続する。

多様(3)  な事業展開

新たな分野への試み

「 パワー半導体」 に対応した部品内蔵基板関連技術の開発等に係る国プロジェ クト等の獲得を目指し、基礎的データ取得など研究開発

を推進する。

技術力の発信

首都圏で開催される大型展示会へ出展し、事業成果の強力なＰＲと と もに、 「 ふく おかＩ ＳＴ 」 の利用拡大につながる積極的な企業と

の協議・ 商談を実施する。
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５ 社会システムの実証

地域企業等が保有する優れた技術を活かせるよう 、「 社会システム実証センター」 が持つ試験研究機器や研究開発ラボ、シェ アードオフ

ィ スを提供し、企業の製品開発時の実証実験や試作・ 評価を継続して支援する。

Ｉ ｏ Ｔ(1)   試作検証工房の運営

企業がＩ ｏ Ｔ 製品等を開発する際、試験研究機器や、研究開発ラボ、シェ アードオフィ スを貸与すること で、企業の研究開発を強力に

バッ クアッ プする。また、「 システム開発技術カレッ ジ」 と 連携して、「 社会システム実証センター」 の機器及び施設を活用したＩ ｏ Ｔ 関

連の実習セミ ナーを開催する。

産学官連携支援(2)   
県内企業のＩ ｏ Ｔ システム開発の支援

「 社会システム実証センター」 が主導して、県内企業のＩ ｏ Ｔ システム開発に係る研究開発体制の構築や、社会実証の支援を行う 。

企業・ 大学と の協力事業

戦略的基盤技術高度化支援事業（ 経済産業省） の事業管理機関と して、事業を実施する企業・ 大学と の緊密な連携を基にした支援を

行う 。

有機Ｅ Ｌ 実用化プロジェ ク ト

１ 有機光エレク ト ロ ニク ス実用化開発センタ ー（ ｉ ３－ＯＰ Ｅ ＲＡ ）

九州大学で創製された世界最先端の研究シーズ（ Ｔ ＡＤＦ ＊１） を基に、実用化を視野に入れた企業と の共同研究や、国等の提案公募型

事業への積極的な提案を行い、産学官による実用化研究を通じた産業化を図ること を目的と して、平成２５年４月に開設した。

九州大学ＯＰＥＲＡ＊２をはじめ、北部九州に立地する４拠点による広域連携体の組織力を活かし、実用化に向け、基礎研究（ 九州大学

ＯＰＥＲＡ） から応用研究（ Ｉ ＳＩ Ｔ ＊３）、実用化開発研究（ ｉ ３－ＯＰＥＲＡ） や製造装置開発研究（ Ｐｈ ｏ ｅ ｎ ｉ ｃ ｓ ＊４（ 熊本県））

まで、連携して取り組む。

＊１ Ｔ ＡＤＦ ： 熱活性化遅延蛍光発光 ＊２ ＯＰＥＲＡ： 最先端有機光エレクトロニクス研究センター

＊３ Ｉ Ｓ Ｉ Ｔ ： （ 公財） 九州先端科学技術研究所 ＊４ Ｐｈ ｏ ｅ ｎ ｉ ｃ ｓ ： く まもと有機薄膜技術高度化支援センター

２ センター事業

地域(1)   イノベーショ ン・ エコシステム形成プログラムの実施
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文部科学省が創設した、地域からグローバル展開に積極的に挑戦する取り組みを支援する「 地域イノベーショ ン・ エコシステム形成プ

ログラム」 を活用し、平成２８年１１月から九州大学の研究成果を技術コアと した有機光デバイスシステムバレーの創成事業に取り組ん

でいる。「 事業プロデューサー」 （ 事業の意志決定権者） の決定を受け、平成３０年度も引き続き、３つの「 事業化プロジェ クト」 と「 基

盤構築プロジェ クト」 を実施する。

企業(2)   からの共同研究受託

有機エレクトロニクス分野で製品開発を行う 企業からの共同研究受託をはじめ、九州大学等の研究シーズを基に実用化を視野に入れた

企業との共同研究受託を行う 。また、国等への提案公募型事業への積極的な提案を行い、産学官による実用化研究を進める。

九大発(3)   ベンチャー(株)Ｋｙ ｕ ｌ ｕ ｘ からの共同研究受託
九州大学安達研究室のＴ ＡＤＦ に関する知財を活用し、 Ｔ ＡＤＦ の実用化を進めるため、 (株)Ｋｙ ｕ ｌ ｕ ｘ （ 福岡市） からのＴ ＡＤＦ
材料を用いたデバイス作製・ 評価等の共同研究受託を行う ほか、県内ベンチャー企業支援の観点から、研究用機器設置や材料開発室の専

用使用等の実用化開発についての支援を行う 。

有機(4)   ＥＬ分野参入促進支援補助金

有機ＥＬ分野への県内企業の参入又は有機ＥＬ分野における事業拡大を目指す企業の製品開発、販路拡大等に対する補助を行い、県内

の有機ＥＬ関連産業の振興を図る。

有機光(5)   エレクトロニクス産業化研究会

有機光エレクトロニクス分野への地場企業の参入促進と育成を図るため、情報提供と意見交換の場と して 「 有機光エレクトロニクス

産業化研究会」 を開催する。

Ｒｕ ｂ ｙ ・ コンテンツ開発ベンチャー企業の支援

福岡県では、高い所得と大きな雇用を生み出す先端成長産業の育成に取り組んでいる。その重要な柱と して、 「 日本人が開発した世界一生

産性の高いプログラミ ング言語Ｒｕ ｂ ｙ によるソフトウェ ア産業の育成」 と 「 ゲームをはじめと したコンテンツ産業の振興」 の２つのプロジ

ェ クトを強力に推進、その中核施設と して、平成２２年度に「 福岡県Ｒｕ ｂ ｙ ・ コンテンツ産業振興センター」 を整備した。

本センターがバッ クアッ プすること で、研究開発、人材育成、ベンチャー育成支援、県内企業の交流・ 連携など総合的な取り組みを推進し、

Ｒｕ ｂ ｙ 関連企業や、コンテンツ産業の集積促進を図る。
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１ 中小・ ベンチャー企業育成、支援

レンタルオフ ィ スサービス(1)    
レンタルオフ ィ ス １５室（ ３１㎡～５９㎡）

シェ アードオフ ィ ス ６ブース（ ４㎡）

Ｒｕ ｂ ｙ 又はコンテンツを活用し、積極的なビジネス展開を図る意欲的な中小・ ベンチャー企業支援のため、レンタルオフィ ス、シェ

アードオフィ スを提供する。

共用施設貸出(2)   しサービス

セミ ナールーム ３室（ ３０名～１８０名収容可能）

会議室 ５室（ ６名～３２名）

プレゼンテーショ ンルーム １室（ ２４名）

録音スタジオ １室

セミ ナールームは、 ３名掛けのテーブルと イスを常備し、会議及びセミ ナー等に相応しいスペースを提供。

プレゼンテーショ ンルームは、入居者や来館者が自由に利用できるフ リ ースペースで、会議をはじめ商談会や商品発表会などにも使用

が可能。

録音スタジオは、ゲーム、アニメなどのコンテンツ制作のための音声、音楽、効果音等のサウンド制作が可能。
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